
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

鳥栖市 市民協働推進課

地 域 自 治 組 織 説 明 会 
 

～私たちの好きなまちは私たちでつくろう～ 
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１ 市民参加のまちづくり 

地方分権推進一括法（Ｈ12.4） 

国と地方は対等・協力関係 

第 27 次地方制度調査会答申（Ｈ15.11） 

補完性の原理と住民自治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民（地域） 

できること 

基礎自治体（市町村） 

できないこと 

できること 

市町村で 

自分たちで 

できること 

広域自治体（都道府県） 

できないこと 

国で 都道府県で 

できないこと 

補完性の原理 

住民（地域） 

できること 

自分たちで 

鳥栖市第５次総合計画実施計画 

みんなで築く市民協働のまちづくり 

 

 

地域において自己決定と自己責任の原

則を実現するためには、「住民自治」を

重視し、地域における住民サービスを担

うには行政のみではないという重要な

視点を持ち、住民やコミュニティ組織、

NPO その他民間セクターと協働し、行

政と相互に連携した新しい空間を形成

していくことを目指すべき。 

 

住民自治の考え方 
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既存の地域組

織の衰退化 

 

コミュニティ 

意識の希薄化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         など  

若年層の地域

活動への参加

減少 

 

地域の人材不足・ 

人材育成の停滞 

 

地域組織の 

予算不足 

 

行政が担う 

事務の限界 

 

新旧住民の 

交流不足 

 

行政における 

個性あるまち

づくりの推進 

 

地域組織の 

連携不足 

２ 地域自治組織の必要性 

課 題 

防 犯 

いじめ 

孤 立 

バ リ ア

フリー 

不法投棄 

防 災 

ペット問題 

 組織の活性化 

行政との連携 

連携の広がり 

地域の連携 

地域自治組織 
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                                                     地域 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    地域の「すきま」

の解消 

 

 

 

 

 

連携による    拡大部分 

組織 

組織 

組織 

連
携 

組織 

組織 

活性化による 

拡大部分 

組 織 

連 

携 

 

目 

 

的 

① 一時的な行政あるいは行政区のスリム化 

② １０年後の高齢化を乗り切る 

③ 地域の繋がりを強化して、「モレ」を尐なくする 

④ 地域活動団体同士でお互いの状況を「知らない」という状況を打破 

住民のニーズは地域活動

の範囲に落ちる 

住民のニーズをすきまに

落とさない 

３ 地域自治組織の構築 ～まちづくり検討委員会の提言から～ 
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地区公民館 老人福祉センター 

設置状況 備       考 
名  称 

建設 

年度 
名  称 

建設 

年度 

鳥栖公民館 Ｓ53 鳥栖南老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｓ53 別場所  

鳥栖北公民館 Ｓ62 鳥栖中央老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｈ7 別場所 １階デイサービスセンター ２階老人福祉センター 

田代公民館 Ｓ60  田代老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｓ55 別場所  

若葉公民館 Ｈ11 若葉老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｈ11 同一建物 コミュニティセンター設置条例あり 

基里公民館 Ｈ4 基里老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｓ51 別場所  

麓公民館 Ｓ51 麓老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｓ51 同一建物 １階老人福祉センター ２階公民館 

旭公民館 Ｓ53 旭老人福祉ｾﾝﾀｰ Ｓ56 同一敷地内  

４ 地域自治組織のイメージ  

小学校区で 

地域自治組織を構築 

 

地域の課題 

防犯や防災など町区だけでなく、 

地区全体で取組むべき課題 

活動が特定の人に偏りすぎ、担い手

が少なくなっている課題 

広域で、多くの

住民の参加を

得て活動 

（１）区   域 

（２）活動拠点 

公民館と老人福祉センターを活動拠点 
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 【イメージ図】 

 

                                                  

                                                

 

                                                   

 

 

 

                                                     

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                  等 

 

コミュニティ組織の構成員 

老人クラブ 

 

自治会 

自治会

 老人会 

 

 老人会 

 
 

 

自治会 

子どもクラブ 

 

自治会 

婦人会 

 

自治会 民生委員 

 

自治会 地区社会福祉協議会 

企  業

 老人会 

 

 老人会 

 
 

 

自治会 

交通対策協議会 

 

自治会 

コミュニティ組織 

○○部会 

○○部会 

○○部会 
ＰＴＡ 

商  店 

体育協会 

青少年育成会 

消防団 

 

自治会 

（３）構成員及び組織体制 

○○部会 

部 会 制 の 場 合 

○ 構成員は地域の各種団体を網羅 

○ 組織は連携して課題解決できる体制で 

地域ぐるみの取り組み・市民参加の機会拡大 

今までの活動の延長、組織の強みを活かす 
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（４）鳥栖市の支援策 

 

 

 

 

 

● 包括的交付金のイメージ 

補助金
Ｄ

→

→

→

→

補助金
Ｂ

事業
Ｂ

補助金
Ｂ

の算定額

補助金
Ｃ

事業
Ｃ

補助金
Ｃ

の算定額

補助金
Ｄ

の算定額
事業Ｅ

（地域独自事業）

事業
Ｄ

これまでの補助金 包括的交付金

補助金
Ａ

事業
Ａ

補助金
Ａ

の算定額

⇒

事業
Ａ

事業
Ｂ

事業
Ｃ

事業
Ｄ

 

（４）鳥栖市の支援策 

① 補助金等の再編成 

今までの補助金 

○ 決められた事業にしか使えない 

○ 余ったら他には使えず、返還する義務 

地域で使い道

を考える 

包括的交付金

の導入 
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② 市民協働事業に関わる業務委託等の推進 

地域にお任せするほうが、 

効果的・効率的なもの 

行政とともに地域で 

取組む市民協働事業 市民参加のまちづくり 

たとえば・・・ 

     ■地区公民館等の管理運営業務 

     ■公園の管理業務 

     ■行政の発行する文書等の配布業務など 

● 地域課題の認識 

● 地域課題の解決 

● 委託料の収入 

    ⇒ 地域自治組織の活動財源 

③ 職員の派遣 

地域自治組織のお手伝い 

地域と行政の橋わたし 

行 政 

地 域 

多くの先進自治体で実施 
地域自治組織に 

行政から職員を派遣 
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担 当 課 

担 当 課 

担 当 課 

鳥 
 

栖 
 

市 

担 当 課 

担 当 課 

地
域
に
関
す
る
総
合
窓
口 

地 
 

 
 

 

域 

活 動 拠 点 

構 成 員 

自 治 会   老人クラブ  

婦 人 会   子どもクラブ  

民 生 委 員   Ｐ Ｔ Ａ  

交通対策協議会          等 

地 

域 

自 

治 
組 
織 

財政的支援 

業務委託等 

要  望 

提  言 

④ 窓口の一本化 

職員派遣 

協 働 

担 当 課 

地域課題を 

一元的管理 

市の担当課ごとに

出向く労力を軽減 

担 当 課 
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５ スケジュール（案） 

 

○ まちづくり検討委員会答申 

 

○ まちづくり講演会・地域自治 

   組織説明会 

 

○ まちづくり基本構想（仮称） 

案の決定 
 

   

○ まちづくり基本構想（案）の 

   パブリック・コメントの実施 

 

○ まちづくり基本構想の策定 

 

○ 地域自治組織設立準備会 

の立ち上げ 

 

○ 地域団体等への説明 

 

    

○ 地域自治組織の設立 

 

○ 地域自治組織の活動開始 

 

 

 

 

 

平成２１年度       平成２２年度      平成２３年度 


